
1 　統　括

⑴人件費の状況（普通会計決算）

人

⑵職員給与費の状況（普通会計決算）

(注)　１．職員手当には退職手当を含まない。
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　　　２．職員数は、平成21年4月１日現在の人数である。
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⑶ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注)　１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の西都市職員の

　　　　給与水準を示す指数である。

　　　２．類型団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　単純平均したものである。
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（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

　一般行政職給料表の状況（平成22年4月1日現在）

289,200 320,600 366,200

3級 4級

222,900 261,900

5級 6級

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

1級 2級

243,700 309,400

135,600 185,800

459,100356,600 390,500 403,000 425,100

7級



3 　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 ①一般行政職

 ②技能労務職

39 人 389 638 円 361 763 円

平均年齢

－ － － －

347 291 円

調理士 44.9 歳 196,700 円 1.84

民　　間

平均給与月額

（Ｂ）

参考

Ａ/Ｂ
対応する民間
の類似職種

353,697 円

平均給料月額

361,247 円 352,296 円

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額

（国ベース）

区分
平均年齢

395,666 円

327,906 円 352,886 円

－325,579 円

⑴職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）

平均給与月額

45.8 歳 15 人 346,397 円 362,869 円

12 人 347,130 円

366,636 円

346,408 円

平均給与月額
(国ベース)

418,489 円

公　務　員

平均給料月額

366,195 円西都市

区分 平均年齢

42.8 歳 324,545 円

宮崎県

41.9 歳

339,349 円

374,248 円

43.1 歳

西都市

国

類型団体(Ⅰ－０)

職員数

43.3 歳

うち調理技術員 45.6 歳

60 0 歳宮崎県

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19～21年の3ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

ものではない。

※ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員に

おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

39 人

3955 人

389,638 円

－

320,499 円

361,763 円

322,291 円

310,712 円 －29 人

347,291 円

284,514 円

299,737 円

－

国

類型団体(Ⅰ－０)

60.0 歳

49.3 歳

48.8 歳

宮崎県

参考

年収ベース(試算値)の比較

公務員

（Ｃ）

民間

（Ｄ）

区分

西都市

うち調理技術員

－ － －

5,835,184 円 2,760,600 円 2.11

Ｃ／Ｄ



 ③税務職

 ④福祉職

 ⑤消防職

区分 平均給料月額

363,932 円

314,130 円

平均給与月額

(国ベ ス)

341,702 円

―

365,298 円

平均年齢

300,728 円

平均給与月額

平均給与月額
平均給料月額 平均給与月額

(国ベース)
区分

42.7 歳

平均年齢

宮崎県 ―

38.4 歳

―

―

西都市

国

310,439 円292,017 円 337,582 円

― ―

平均給料月額 平均給与月額

375,438 円 445,250 円

321,269 円

平均給与月額

(国ベース)

類型団体(Ⅰ－０) 39.7 歳

宮崎県 ―

区分 平均年齢

― ―

西都市 43.6 歳 333,770 円 357,201 円

類型団体(Ⅰ－０) 42.4 歳 306,176 円 327,090 円

国 40.2 歳 320,702 円 ―

 ⑥看護・保健職

　　２．｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　すべての諸手当の額を合計したものである。また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員

　　　の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較の

　　　ために国家公務員と同じベースで再計算したものである。

区分

国 ―

平均給料月額

348,250 円

― ―

336,933 円

――

284,394 円 310,054 円

358,674 円

303,466 円

―

―

(国ベース)

295,094 円

―

平均年齢

―

平均給与月額

西都市 36.8 歳 278,799 円

宮崎県 ― ― ―

328,062 円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国ベース)

類型団体(Ⅰ－０) 39.4 歳

40.3 歳 302,205 円 349,227 円

西都市 37.8 歳

宮崎県

国 45.5 歳 318,285 円

―

(注)１．｢平均給料月額｣とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

302,127 円

311,351 円類型団体(Ⅰ－０)



140,100

円

円

⑵職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

140,100

140,300

円

円140,100 円

172,200172,200 円

円

円

円

円

    ―

    ―

    ―

    ―

172,200

高校卒

福祉職

140,100

172,200大学卒
看護･保健職

172,200

    ―

    ―

円

消防職
140,100

172,200 円

円

大学卒

高校卒 140,100

172,200

国西都市 宮崎県

円

    ―

    ―

税務職
円

    ―

　　　　 ― 118,300

大学卒

140,100

    ―

    ―

    ―

区分

一般行政職

中学卒

高校卒

高校卒

大学卒

技能労務職
円

円

大学卒

高校卒

    ―

    ―

140,100

高校卒

円

    ―

⑶職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

    ―

    ―

    ―

技能労務職

一般行政職

区分

269,440

212,700

324,440

    ―中学卒

高校卒

大学卒

高校卒

円

316,900

円

円

円

350,167

348,600

経験年数20年

円

⑶職員 経験年数別 学歴別平均給料月額 状況（平成 年 月 日現在）

円

経験年数10年 経験年数15年

―

―

――

―



4 　一般行政職の級別職員数等の状況

(注)１西都市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

2551.2

主任主事・主任技師

主事・技師2 級

係長・主査

3 級

1 級 主事補・技師補

課長補佐

職員数

25

525 級

6 級

人

83 人

27.8

⑴一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

区分

4 級

構成比標準的な職務内容

課　長 ％

％

％

％71

人

人

9.8

20.4

32.6

21

3

人 ％

％

8.2

人

5級 20.4 5級 21.3 

6級 9.8 6級 9.5 

7級 16.9 

8級 4.7 

70%

80%

90%

100%

9級

8級

7級

(注) 平成18年度に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級
 　及び5級をそれぞれ統合）

⑵昇給への勤務成績の反映状況

○勤務成績の評定の実施状況及び反映状況

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年度２回定期的に全職員に対して勤務成績の評定を実施
　している。また、現在新評価制度導入のため、年度、役職段階的に実施しているところであ
　る。
　　この新評価制度構築にあたっては、従来の評価制度と同様の能力評価基準に加え業績評価
　の視点による評価基準を新設することを目標にしている。それらの視点による総合的な評価
　により、職員の昇給等の処遇に更に反映可能となるような制度を構築する予定である。

1級 1.2 1級 2.0 1級 2.4 

2級 8.2 
2級 9.8 

2級 3.5 

3級 27.8 3級 22.8 

3級 15.7 

4級 32.6 
4級 34.6 

4級 13.7 

5級 11.0 

6級 27.8 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

平成22年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級



5 　職員の手当の状況

⑴期末手当・勤勉手当

期末手当 期末手当 期末手当

月分 月分 月分

月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

(注)　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

―
千円

(平成21年度支給割合)

西　　都　　市

1.40

(1.5) 月分 (0.70)

2.75

 1人当たり平均支給額(平成21年度)

1,429 1,511

2.75

勤勉手当

2.75 月分 1.40

勤勉手当

月分

(1.5)(1.5) 月分 (0.70)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
・役職加算　5％～15％

月分

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
・役職加算　　5％～20％
・管理職加算　10％～25％

(0.70)

○勤務成績の評定の実施状況及び反映状況

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
・役職加算　　5％～10％
・管理職加算　10％～25％

宮　　崎　　県

千円

1.40

(平成21年度支給割合)

勤勉手当

(平成21年度支給割合)

月分

国

 1人当たり平均支給額(平成21年度)

（支給率） （支給率）

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の
加算措置

一人当たり
平均支給額

25,303千円

(注)１．退職手当の額は、退職手当の基本額(退職時給料月額×支給率)に、退職手当の調整額(職員が在

　　　職した上位60月分の調整月額の合計額)を加えて得た額になります。

　　２．退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。

国

月分

23.50

33.50

勧奨･定年

33.50 月分 月分

月分

41.34

月分 30.55

月分

⑵退職手当(平成22年4月1日現在)

西　　都　　市

自己都合 勧奨･定年

○勤務成績 評定 実施状況及 反映状況

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年度２回定期的に全職員に対して勤務成績の評定を実施して
　いる。また、現在新評価制度導入のため、年度、役職段階的に実施しているところである。
　　この新評価制度構築にあたっては、従来の評価制度と同様の能力評価基準に加え業績評価の視
　点による評価基準を新設することを目標にしている。それらの視点による総合的な評価により、
　職員の昇給等の処遇に更に反映可能となるような制度を構築する予定である。

自己都合

勤続20年

その他の

勤続25年

勤続35年

23.50

41.34

月分

月分

30.55月分

　定年早期退職特別

59.28

月分59.28 月分59.28

月分

月分

47.50

最高限度額

　措置(2～20%加算)

47.50

59.28

月分

月分

月分59.28

59.28

　定年早期退職特別
　措置(2～20%加算)加算措置



千円

　円

　％

⑷時間外勤務手当

消防職員の特殊勤務手当

左記職員に対する支給単価

賦課2,000円

　手当の種類　（手当数） 8

　主な手当の名称 主な支給対象業務主な支給対象職員

27.4

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算) 64,107

6,731

　職員全体に占める手当支給職員の割合(平成21年度)

税務職員の特殊勤務手当

社会福祉業務に従事する職員
の特殊勤務手当

衛生業務に従事する職員の特
殊勤務手当

保健指導業務に従事する職員
の特殊勤務手当

支給実績(平成21年度決算)

福祉事務所職員

　支給実績(平成21年度決算)

⑶特殊勤務手当(平成22年4月1日現在)

賦課、徴収業務

犬猫等へい死体処理

58 832 千円

消防士 5,000円､副士長5,000円

士　長 5,000円､司令補5,000円

徴収3,000円

3,500円

１頭につき200円

1,300円保健指導

税 務 課 職 員

生活環境課職員

消 防 職 員

健康管理課職員

消防業務

生活保護業務

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算) 182

　支給実績(平成21年度決算)

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算)

58,832

174

千円

千円

　支給実績(平成20年度決算) 千円

千円

61,872



配偶者 円

配偶者以外 円

配偶者なしの１人 円

円

満16歳の年度初めから満22歳の

年度末までの子１人につき

円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員(最高)

円

月額23,000円以上の場合最高 円

円

交通機関利用者限度額 円

交通用具利用

2 km ～ 5 km 円

5 km ～ 10 km 円

10 km ～ 15 km 円

扶
養
手
当

住
居
手
当

203,741

237,524

⑸その他の手当（平成22年4月1日現在）
支給職員1人当たり

平均支給年額
手
当
名

内容及び支給単価
(平成21年度決算)

国の制度
との異同

国の制度と異なる内容
支給実績
(平成21年
度決算)

6,500

13,000

2,000

11,000

6,500

11,000

27,000

5,000

4,100

55,000

同じ

同じ

―

―
千円

26,486

千円

53,680

15 km ～ 20 km 円

20 km ～ 25 km 円

25 km ～ 30 km 円 円

30 km ～ 35 km 円

35 km ～ 40 km 円

40 km ～ 45 km 円

45 km ～ 50 km 円

50 km ～ 55 km 円

55 km ～ 60 km 円

60 km以上 円

　課長級　給料月額×8％ 　給料月額×8％ 円

通
勤
手
当

管
理
職
手
当

58,935

404,673

―

20,900

24,500

8,900

異なる

22,700

23,600

同じ

21,800

13,700

16,100

18,500

11,300

10,926

千円

千円

13,909



6

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

672,000円×48月×0.5 任期毎
603,000円×48月×0.3 任期毎

234,000

274,000

455,000

800,000 347,500

495,000

（参考）類型団体における最高/最低額

　特別職の報酬等の状況（平成22年4月1日現在）

220,000400,000

440,000

1,010,000672,000

603,000

424,000
670,000

840,000

副 市 長
市 長

期
末
手
当

議 長
副 議 長
議 員

349,000
349,000

議 員

給
　
　
料

361,000
報
　
　
酬

市 長

副 市 長

議 長

副 議 長

3.1月分

（算定方式） (1期の手当額)

(平成21年度支給割合)

区分 給　料　月　額　等

(平成21年度支給割合)
3.1月分

424,000

361,000

退
職
手
当 備 考

（支給時期）
16,128,000円 
8,683,200円 

市 長
副 市 長

(注) １．給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　 ２．退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）

　　   勤めた場合における退職手当の見込額である。

当 備 考



7  職員数の状況

⑴部門別職員数の状況と主な増減理由

<参考>

人口1万人当たり職員数　　77.7人▲ 1

32

36

13

衛　生

労　働

農林水産

部門

区分

普
通
会
計
部
門

議　会

総務企画

対 前 年

3
(増)企画政策業務の充実など
(減)市民窓口業務の合理化

主な増減理由

(減)生活環境業務の合理化

(減)退職者不補充など

(類似団体の人口1万人当たり職員数　　72.08人）

(増)道路保全業務の充実

0

増 減 数

16

0

職　員　数

73

27 27

平成21年 平成22年

▲ 4一
般
行
政
部
門

17

計 263

民　生

5

商　工

土　木

税　務

61

32

35

13

5

57

76

262

▲ 1

1

0

0

(注)　１．職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２．[      ]内は、条例定数の合計である。

<参考>

人口1万人当たり職員数　　113.58人

<参考>

人口1万人当たり職員数　　102.02人

(減)健康管理業務の合理化

7

[ 460 ]

下水道

その他

公
営
企
業
等
会
計
部
門

(増)市史編さん業務の新設
(減)スポーツ振興業務の合理化など

(類似団体の人口1万人当たり職員数　　97.5人）

23

39 ▲ 1

▲ 7

小　計

[ 460 ]

7

小　計

350

合　　計
390

(減)退職者不補充など

9

▲ 6

▲ 1

0

40

24

44

38

383

教育部門 40

消防部門 47

水　道

▲ 2

09

344

▲ 3



⑵年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3

2
4
～
2
7

2
8
～
3
1

3
2
～
3
5

3
6
～
3
9

4
0
～
4
3

4
4
～
4
7

4
8
～
5
1

5
2
～
5
5

5
6
～
5
9

6
0
歳
以
上

構成比

5年前の

構成比

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

※特別職及び環境整備事務組合への派遣職員は除きます。

⑶職員数の推移

(注)　１．各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　２．職員数は派遣職員を除く全職員である。

増減数（率）

(▲6.4 %)

0

(▲36.7 %)

(▲0.0 %)

(▲10.4 %)

(▲4.9 %)

21年 22年

263 ▲ 18

過去5年間の

(▲9.9 %)

44 45

年度
17年 18年

60

一般行政

教育

消防

20歳 20歳

部門別

区分

職員数

未満

60

35歳27歳23歳

6

32歳28歳

～～

24歳

～～ ～

54

376

53

45

公営企業等会計計 41 41

368

40

384普通会計計

▲ 2

382

44歳

51

59歳 以上

計

55歳

48歳

37

総合計

19年 20年

280 277 270 264

425 417 408

40

47

390

47

40 40

350362

383

262

38

44

39

402

▲ 22

0

▲ 40344

60歳56歳

56

～

42 31

51歳

～

43歳31歳 47歳

～ ～

36歳 52歳

～

41

40歳

39歳

54

▲ 42

42130



8 公営企業職員の状況

⑴水道事業

①職員給与費の状況
　ア．決算

(注)　１．職員手当には退職手当を含まない。

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末･勤勉手当等を含む。

Ａ Ｂ/Ａ

％
9.2

　　　２．職員数は、平成22年3月31日現在の人数である。

8.9

区　分
総費用

純損益又は
 実質収支

Ｂ

総費用に占める

35,52223,152平成21年度
千円

384,840

西 都 市

6,567

平均年齢

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(平成22年4月1日現在)

8,724 35,522

基本給区　分

350,413

45.6

千円

職員給与費

千円

団体平均

44.4

千円 千円
平成21年度

人 千円 千円
6 23,035 3,763

職員給与費比率
める職員給与費比率

％

区　分
職員数

Ａ　 給料

（参考）
20年度の総費用に占

千円

546,495

給 与 費
計　 Ｂ　期末勤勉手当職員手当

366,719

平均月収額

一人当たり (参考)類型団体平均

493,993

給与費 (B/A) 一人当たり給与費

千円
5,920

③職員の手当の状況
ア．期末手当・勤勉手当

期末手当

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　5～15％

(注)　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（支給率）

　　　　である。

―

平均支給額
(注)１．退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

勤続35年

イ．退職手当（平成22年4月1日現在）
西　　都　　市 団体平均

最高限度額

その他の
加算措置

自己都合
23.50

勧奨定年
勤続20年
勤続25年

西　　都　　市

2.75 月分 1.40 月分

千円
 1人当たり平均支給額(平成21年度)

(1.5) 月分 (0.7) 月分

千円1,454 1,609

勤勉手当
(平成21年度支給割合)

―

41.34
月分

月分 59.28 月分
月分

月分 30.55

一人当たり一人当たり
25,303

平均支給額
千円

 1人当たり平均支給額(平成21年度)

15,624千円

33.50
47.50

月分

月分

　措置(2～20%加算)
　定年早期退職特別

月分 59.2859.28

団体平均

―



エ．時間外勤務手当

(注)　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

配偶者 円

配偶者以外 円

配偶者なしの１人 円

満 歳 年度初 ら満 歳

扶
養
手
当

千円

千円
千円

平均支給年額

0

オ．その他の手当（平成22年4月1日現在）

1,597
399

千円　支給実績(平成20年度決算)
　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算)

手
当
名

内容及び支給単価

なし

　支給実績(平成21年度決算)

　％

(平成21年度決算)

国の制度
との異同

支給実績
(平成21年度決算)

支給職員1人当たり
国の制度と異

なる内容

左記職員に対する支給単価
0

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算)

　手当の名称

　円0

ウ．特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）
　支給実績(平成21年度決算) 千円0

　職員全体に占める手当支給職員の割合(平成21年度)
　手当の種類　（手当数）

―同じ

13,000
6,500

主な支給対象業務

11,000

主な支給対象職員

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算)

1,361

－
－

272

円959 千円 239,750

満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子１人につき

円

借家・借間で月額23,000円
以下を支払っている職員(最高)

円

月額23,000円以上の場合最高
円

交通機関利用者限度額 円

交通用具利用
2 km ～ 5 km 円

5 km ～ 10 km 円

10 km ～ 15 km 円

15 km ～ 20 km 円

20 km ～ 25 km 円

25 km ～ 30 km 円 円
30 km ～ 35 km 円

35 km ～ 40 km 円

40 km ～ 45 km 円

45 km ～ 50 km 円

50 km ～ 55 km 円

55 km ～ 60 km 円

60 km以上 円

　課長級　給料月額×8％
管
理
職

手
当

当

住
居
手
当

通
勤
手
当

5,000

21,800

55,000

2,000
4,100
6,500

20,900

16,100

11,300
13,700 同じ

24,500
23,600

18,500

8,900

千円228

同じ
11,000

27,000

―

―

22,700

異なる 円408

57,100

給料月額×8% 千円 408,152

802 千円 160,300 円


